
	受付番号
	


· この欄は本部で記入します。

様式第１号（第３条関係）

　　　　　　　　　　　　補　助　金　交　付　申　請　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　　月　　日

公益社団法人ひょうご観光本部理事長　様
住　　所
                              　 団 体 名
                                 代表者職氏名 　                                                       電　　話　（　　　）　　　　－　　　番
                                 電子メール
令和７年度観光人材確保支援事業を下記のとおり実施したいので、補助金　　　　円を交付願いたく補助金交付要綱第３条の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　１　事業の内容及び経費区分（別記）

　２　事業の着手予定年月日　　　　　　　　年　　月　　日

　　　事業の完了予定年月日　　　　　　　　年　　月　　日

　３　添付書類　補助事業計画書（別紙１）
　（別　記）

補助事業収支予算書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　　　　　目
	予　算　額
	摘　　　要

	補助金
	
	（公社）ひょうご観光本部

	
	
	

	
	
	

	合　　　　　計
	
	


· 他から補助金を受ける場合は、摘要欄に相手方を記載して下さい。
· （公社）ひょうご観光本部からの補助金は千円未満切捨で記載してください。

２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　目
	項　目
	予　算　額
	摘　　　要

	補助対象経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	合　　　　計
	
	


※　それぞれの経費区分に沿って積算内訳書を作成・添付して下さい。

＜留意事項＞

注１）参加費等収入がある場合、当該収入相当額は補助対象外経費に計上すること。

注２）消費税納税義務者で、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がある場合は、補助対象外経費に記入すること。
様式第１号の２（第３条関係）
誓　約　書
暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団排除に協力するため、下記のとおり誓約します。
なお、誓約事項に関し、（公社）ひょうご観光本部が行う一切の措置に異議なく同意します。
記
１　条例第２条第１号に規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員に該当しないこと。
２　暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に掲げる者に該当しないこと。
３　間接補助事業を行う場合にあっては、上記１又は２に該当する者に対して間接補助金を交付しないこと。また、業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、上記１又は２に該当する者をその受託者としないこと。
４　理事長が、上記１、及び２を確認するため、必要な事項を兵庫県警察本部長に照会すること、及び当該照会に係る回答の内容を他の補助事業における暴力団等を排除するための措置を講ずるために利用し、又は兵庫県知事及び兵庫県公営企業管理者、兵庫県病院事業管理者に提供することについて、異議を述べないこと。
令和　年　月　日
　　公益社団法人ひょうご観光本部理事長　様
                                　　　　所 在 地
  　　　　　団 体 名
                            代表者職氏名　　　                  

（別紙１）

補助事業計画書

１　概要

	事 業 名
	

	目　　的
	※交流人口拡大を支える観光産業の人材育成、定着等を目的とする地域の主体的な
取組


	テ ー マ

※該当箇所に○印

  をつけてください
	１　人材確保・生産性向上につながる各種取組
２　観光事業関係者の福利厚生等向上に向けた各種取組

３　観光事業関係者の経営者、従業員等を対象とした各種研修会の開催
４　外国人材をはじめとした人材育成の取組

	事業実施期間
	※補助事業の対象経費として認められるのは補助金交付決定日以降の経費になります。

	具体的な

事業内容
	【全体事業の内容】

※事業概要をできるだけ詳しく記載して下さい。

	
	【今回の補助金の申請対象の内容）】

	過 去 の

実施実績

※該当箇所に○印

をつけてください
	有　・　無

→「有」の場合、実施年及び概要を記載（※既存の実績報告書等の添付でも可）


	期待される
効     果
	※人材確保、生産性向上、地域経済への波及効果（宿泊客数の増加など）などの目標を記載（出来るだけ数値化して記載してくだい）



（注）事業内容がわかる企画書・図面等があれば添付願います。

２　推進体制の概要
（1） 団体概要

　　【団体の目的】
　　【構成員】

　　【その他】

　　　① 法人格の有無　　　　有　　・　　無

　　　② 基本財産・資本金　　　　　　　千円
　　　③ 消費税納税義務　　　有　　・　　無
　　
　　※定款・規約、役員名簿、またはこれに準じるもの等を添付してください。

（２）事業展開に関する外部有識者・他の団体・事業者等との連携状況等

	連携先
	代表者名
	連携内容・役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（３）本件問合先（※事業内容や経費について本部より問い合わせる際のご担当者様）

	職・氏名
	

	連

絡

先
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ-ＭＡＩＬ
	


様式第２号（第４条関係）
補 助 金 交 付 決 定 通 知 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号
令和　年　　月　　日 
　（補助事業者名）　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　ひょうご観光本部理事長
　　令和　年　　月　　日付け第　　　　号で申請のあった令和７年度観光人材確保支援事業補助金については、金　　　　　　　　　円を下記の条件を付して交付することに決定したので通知します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
１　この補助金の交付の対象となる事業は、上記申請のあった事業とし、その内容は補助金交付申請書に記載のとおりとする。
２　事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
　　　　　補助事業に要する経費
円
　　　　　補助対象経費
円
　　　　　補助金の額
円
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額は、第１項の申請書に記載のとおりとする。
４　補助事業者は、補助金交付要綱に従わなければならない。
５　この事業は、    年    月    日までに完了しなければならない。
様式第３号（第７条関係）
補 助 金 変 更 交 付 申 請 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
令和　年　月　日

公益社団法人ひょうご観光本部理事長　様
住　　所
                              　 団 体 名
                                 代表者職氏名 　                                                   　　　　　    電　　話　（　　　）　　　　－　　　番
                                 電子メール　　　　　　　
令和　年　　月　　日付け　第　　　　　　号で交付決定のあった令和７年度観光人材
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

確保支援事業の内容を下記のとおり変更し、補助金　　　　　　　円の交付を受けたいので、承認願いたく補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　変更の理由
２　事業の内容及び経費区分（別記）

３　事業の着手予定年月日　　　　　　　　年　　月　　日

　　事業の完了予定年月日　　　　　　　　年　　月　　日

４　添付書類　補助事業計画書（別紙１）
  ※　補助金の額を変更する場合は、変更前の額を上段に（  ）書で記入し、変更後の額をその下段に記入すること。
（別　記）

※　補助金の額を変更する場合は、変更前の額を上段に（  ）書で記入し、変更後の額をその下段に記入すること。
補助事業変更収支予算書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　　　　　目
	予　算　額
	摘　　　要

	補助金
	（　　　　　　　　　　　）

	（公社）ひょうご観光本部

	
	
	

	
	
	

	合　　　　　計
	
	


· 他から補助金を受ける場合は、摘要欄に相手方を記載して下さい。
· （公社）ひょうご観光本部からの補助金は千円未満切捨で記載してください。

２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　目
	項　目
	予　算　額
	摘　　　要

	補助対象経費
	
	
	（　　　　　　　　　）
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	
	小　　計
	
	

	合　　　　計
	
	


※　それぞれの経費区分に沿って積算内訳書を作成・添付して下さい。

＜留意事項＞

注１）参加費等収入がある場合、当該収入相当額は補助対象外経費に計上すること。

注２）消費税納税義務者で、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がある場合は、補助対象外経費に記入すること。
（別紙１）

補助事業変更計画書
※変更内容がわかるように記載すること。
１　概要

	事 業 名
	

	目　　的
	※交流人口拡大を支える観光産業の人材育成、定着等を目的とする地域の主体的な

取組


	テ ー マ

※該当箇所に○印

  をつけてください
	１　人材確保・生産性向上につながる各種取組

２　観光事業関係者の福利厚生等向上に向けた各種取組

３　観光事業関係者の経営者、従業員等を対象とした各種研修会の開催
４　外国人材をはじめとした人材育成の取組

	事業実施期間
	※補助事業の対象経費として認められるのは補助金交付決定日以降の経費になります。

	具体的な

事業内容
	【全体事業の内容】

※事業概要をできるだけ詳しく記載して下さい。

	
	【今回の補助金の申請対象の内容）】

	過 去 の

実施実績

※該当箇所に○印

をつけてください
	有　・　無

→「有」の場合、実施年及び概要を記載（※既存の実績報告書等の添付でも可）


	期待される

効     果
	※人材確保、生産性向上、地域経済への波及効果（宿泊客数の増加など）などの目標を記載（出来るだけ数値化して記載してくだい）



（注）事業内容がわかる企画書・図面等があれば添付願います。

２　推進体制の概要
· 団体概要

　　【団体の目的】

　　【構成員】

　　【その他】

　　　① 法人格の有無　　　　有　　・　　無

　　　② 基本財産・資本金　　　　　　　千円

　　　③ 消費税納税義務　　　有　　・　　無

　　
　　※定款・規約、役員名簿、またはこれに準じるもの等を添付してください。

（２）事業展開に関する外部有識者・他の団体・事業者等との連携状況等

	連携先
	代表者名
	連携内容・役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（３）本件問合先（※事業内容や経費について本部より問い合わせる際のご担当者様）

	職・氏名
	

	連

絡

先
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ-ＭＡＩＬ
	


様式第４号（第７条関係）
補 助 金 交 付 決 定 変 更 通 知 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号
令和　年　　月　　日 
　（補助事業者名）　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　ひょうご観光本部理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　令和　年　　月　　日付け第　　　　　号で変更申請のあった令和７年度観光人材確保支援事業補助金補助金については、下記のとおり変更して交付することに決定したので通知します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　この補助金の交付の対象となる事業は、上記変更申請のあった事業とし、その内容は補助金変更交付申請書に記載のとおりとする。
２　変更後の事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりとする。
          補助事業に要する経費
円
          補助対象経費
円
          補助金の額
円
          今回増（△減）額決定額
円
３　補助金交付の条件等については、上記のほか、    年    月    日付け  第      号の令和７年度観光人材確保支援事業費補助金交付決定通知書第３項から第５項までに定めるとおりとする。
様式第５号（第８条関係）
                  補助事業中止（廃止）承認申請書
                                                          第　　　　　　　　号                                                           令和　年    月    日
公益社団法人ひょうご観光本部理事長  様
                                        住    所
                                        団体名
                                        代表者職氏名 　                 
                                        電　　話　（　　　）　　　　－　　　　番
                                        電子メール
  令和　年　　月　　日付け　第　　　　号により交付決定のあった令和７年度観光人材確保支援事業については、下記のとおり中止（廃止）したいので、承認願いたく補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、申請します。
記
１　中止（廃止）の理由
２　廃止予定年月日    　  年　　月　　日
中止予定期間     　 　年　  月 　 日から 　 年　  月　  日まで
様式第６号（第８条関係）
補助事業中止（廃止）承認通知書
　                                                    　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号
                                          　　           令和　年    月    日
（補助事業者名）　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　ひょうご観光本部理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  令和  年    月    日付け  第          号により補助事業の中止（廃止）申請のあった令和７年度観光人材確保支援事業費補助金については、当該申請のとおり承認することに決定したので通知します。
様式第７号（第９条関係）
補助事業遂行困難状況報告書
                                                       　第　　　　　　　　号
                                                　       令和　年    月    日
公益社団法人ひょうご観光本部理事長  様
                                        住    所
                                        団体名
                                        代表者職氏名 　                 
                                        電　　話　（　　　）　　　　－　　　　番
                                        電子メール
  令和  年    月    日付け  第        号により交付決定のあった令和７年度観光人材確保支援事業については、下記のとおり事業の遂行が困難となったので、補助金交付要綱第９条第２項の規定に基づき、報告します。
記
１　事業の遂行が困難な理由
２　今後の見通しと所見
様式第８号（第１１条関係）
補 助 事 業 実 績 報 告 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
令和　年　月　日

公益社団法人　ひょうご観光本部理事長　様
住　　所
                              　 団 体 名
                                 代表者職氏名 　                                                   　　　　　    電　　話　（　　　）　　　　－　　　番
                                 電子メール　　　　　　
　　　　　
令和　年　　月　　日付け　第　　　　　号で交付決定のあった令和７年度観光人材確保支援事業を下記のとおり実施したので、補助金交付要綱第１１条の規定によりその実績を報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　
　１　事業の内容及び経費区分（別記）

　２　事業の着手予定年月日　　　　（　　　年　　月　　日）
　　　事業の着手年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　事業の完了予定年月日　　　　（　　　年　　月　　日）
　　　事業の完了年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日
　３　添付書類　補助事業実績計画書（別紙１）
　
　（別　記）

補助事業収支決算書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　　　　　目
	決　算　額
	摘　　　要

	補助金
	（　　　　　　　　　　　）

	（公社）ひょうご観光本部

	
	
	

	
	
	

	合　　　　　計
	
	


· 他から補助金を受ける場合は、摘要欄に相手方を記載して下さい。
· （公社）ひょうご観光本部からの補助金は千円未満切捨で記載してください。

２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　目
	項　目
	決　算　額
	摘　　　要

	補助対象経費
	
	
	（　　　　　　　　　）
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	合　　　　計
	
	


※　それぞれの経費区分に沿って積算内訳書を作成・添付して下さい。

＜留意事項＞

注１）参加費等収入がある場合、当該収入相当額は補助対象外経費に計上すること。

注２）消費税納税義務者で、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がある場合は、補助対象外経費に記入すること。
（別紙１）

補助事業実績報告書

１　概要

	事 業 名
	

	目　　的
	※交流人口拡大を支える観光産業の人材育成、定着等を目的とする地域の主体的な

取組


	テ ー マ

※該当箇所に○印

  をつけてください
	１　人材確保・生産性向上につながる各種取組

２　観光事業関係者の福利厚生等向上に向けた各種取組

３　観光事業関係者の経営者、従業員等を対象とした各種研修会の開催
４　外国人材をはじめとした人材育成の取組

	事業実施期間
	※補助事業の対象経費として認められるのは補助金交付決定日以降の経費になります。

	事業内容
	【全体事業の内容】

※事業概要をできるだけ詳しく記載して下さい。

	
	【今回の補助金の申請対象の内容）】

	期待される

効     果
	※人材確保、生産性向上、地域経済への波及効果（宿泊客数の増加など）などの目標を記載（出来るだけ数値化して記載してくだい）



様式第９号（第13条関係）
補助金額確定通知書
第　　　　　　号
令和　年　月　日

　（補助事業者名）　様
　　　　　　　　　　　　　　　　            公益社団法人　ひょうご観光本部理事長
令和７年度観光人材確保支援事業費補助金として下記のとおり補助金を確定したので通知します。
記
　確  定  額  　　　      金  　　　　　　　　　　　円
　
様式第10号（第14条関係）
補    助    金    請    求    書
　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円也
ただし、令和７年度観光人材確保支援事業補助金

補助金(変更)交付決定額
円

補助金確定額
円

既受領額
円

今回請求額
円
（注）補助金交付決定額は、事業途中で金額の変更があった場合は最終変更後の交付決定額を記載し、
補助金確定額は、補助金確定通知があった場合のみ記載する。
＜根拠＞
補助金交付決定通知　　
第　　　　　　　　号


年　　月　　日

補助金変更交付決定通知　　
第　　　　　　　　号


年　　月　　日

補助金確定通知　　
第　　　　　　　　号


年　　月　　日
（注) 補助金変更交付決定通知及び補助金確定通知は、当該通知があった場合のみ記載する。
　上記のとおり、補助金を精算（概算）払いによって交付されたく、補助金交付要綱第11条第１項（第２項）の規定により請求します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　　月　　日
公益社団法人　ひょうご観光本部理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　
【請求額振込先】

　　　　　　銀行　　　　　　　支店　　　普通・当座　　口座番号　　　　　　　　　　

（フリガナ）

口座名義人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


様式第１０号の２（第１４条関係）
補助金概算払請求書
金                        円也
ただし、令和７年度観光人材確保支援事業補助金
     　　　
補助金交付決定額                      円
                                   　　 　                    
＜根拠＞  補助金交付決定通知   　　   　　　第          　　　号
                                   　　　　  　　　年　  月　  日
                                    　　　                   
  上記のとおり、補助金を概算払によって交付されたく、 令和７年度観光人材確保支援事業補助金 交付要綱第１４条第３項の規定に基づき、請求します。
 　
令和　年　　月　　日
公益社団法人　ひょうご観光本部理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　
【請求額振込先】

　　　　　　銀行　　　　　　　支店　　　普通・当座　　口座番号　　　　　　　　　　

（フリガナ）

口座名義人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　
　　　　            
様式第１１号（第１５条関係）
補助金交付決定取消通知書
                                                       　第                号
                                                        　　   年    月    日
 （補助事業者名）　　　　様
   公益社団法人　ひょうご観光本部理事長
  令和  年    月    日付け  第        号により申請のあった令和７年度観光人材確保支援事業補助金については、下記のとおり決定したので通知します。
記
１　補助金額                 　　　　 円を取り消す。
２　事業に要するに経費及び補助金の額は、次のとおりとする。

補助事業に要する経費
円

補助対象経費
円

補助金の額
円
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額は、別記のとおりとする。
（取消しの理由）
【本件連絡先】


申請団体名　　　


担当者氏名　　　


TEL　　　　　　


E-mailアドレス  





【本件連絡先】


担当者氏名　　　


TEL　　　　　　


E-mailアドレス 














【本件連絡先】


担当者氏名　　　


TEL　　　　　　


E-mailアドレス 


















